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まちづくり組織の立上げ・運営支援

地域のビジョン・ルールの作成支援

多様な主体（事業者・投資家・大学等）と地域

のマッチング支援

公有地を利活用できる仕組み

地域に貢献するビジネスモデルの構築支援

無回答
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人手

資金

活動場所

専門知識

情報・アイデア

多様な主体の連携

その他

特になし

無回答
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これからの時代の京都に相応しい
まちづくりの在り方とその支援策を検討

◯都心再生まちづくりプラン
（職住共存地区整備ガ
イドプラン）から20年が
経過

◯ 町家の減少，空き家問題，
民泊問題など時代の変
化と新たな課題の発生

◯ NPOや事業者など，新たな
主体によるまちづくりの
取組事例が増加

地域まちづくりの現状と課題 今後のまちづくりの在り方

地域のまちづくりにおいて対応が求められ
る課題が多様化することにより，規制・調整
を中心としたまちづくりに加え，新たな主体
の参画等による様々なニーズに対応した展開
が求められる。

規制・調整型の
まちづくり

（まちづくり条例，景観規
制，地区計画・建築協
定・地域景観づくり協議

会制度等）

現
在

主体 取組

自治組織中心

（町内会・自治連合会・
各種団体等）

目
指
す
べ
き
方
向

居住者
個人事業者

京都のまちは近世以前から住民による自治が発達し，町
式目や村掟等によるルールのまちづくりが行われてきた。

にぎわい，暮らし，
エリア価値向上等の
地域の個別状況に
対応したまちづくり

自立的な活動の継続

◇ 地域の特長（歴史や文化，
地域資源等）をいかす

◇ 規制以外の手法も積極的
に活用

◇ 望ましい開発を発信型で
誘導

投資家

教育研究機関
まちづくり団体

学生

公的機関

企業

商店街

篤志家

学識者

地権者

自治組織

誘
導
型
ビ
ジ
ョ
ン
の

作
成

多
様
な
主
体
と
の

マ
ッ
チ
ン
グ

地
域
資
源
の

活
用
促
進

◆誘導型ビジョン・ルール
の策定支援
（共通ガイドラインの作成
や建築協定等の運用の工夫
等）

◆行政窓口での情報発信・
公表
（誘導型ビジョンのＨＰ等
での発信等）

◆公有地の利活用と特例適
用の推進（都市再生推進法
人等の認定）

◆新たな財源確保策の検討
（BID制度の活用）

◆地域資源の活用のための
ビジネスモデルの構築支援
（優良事例の実態調査等に
基づく助言，専門家派遣
等）

◆事業者と地域の連携ス
キームの構築支援（ニーズ
調査に基づく助言，専門家
派遣等）

◆事業者等のマッチングの
積極的支援（事業者との連
携促進のための総合的な窓
口の創設等）

◆幅広い支援者や投資家の
参画を促すスキームの検討
（ふるさと納税の活用等）

◆大学や公的機関との地域
まちづくりに関する連携の
促進（包括協定の締結）

支援スキーム（案）

コンサルティングの充実

◆３本柱の推進の視点でのコンサルティン
グ体制の確立
◆ワンストップ窓口としての役割やスター
トアップに伴うコンサルティングの充実

支
援
ス
キ
ー
ム
の
３
本
柱

（地域まちづくりシンポジウム「京都がつむぐこれからのまちづくり」参加者アンケートより）

市民が考える地域まちづくりの課題市民が考える地域まちづくりの課題

市民が考える地域まちづくりを推進するために
必要なツールやサポート

市民が考える地域まちづくりを推進するために
必要なツールやサポート

資料４検討の背景及び目指すべき方向性と支援スキーム

人材や

資金などの
資源不足

多様な主体の
連携の不足

マッチング
が求めら
れている

ビジネス的観
点からのまち
づくりが期待
されている


